合併契約書
株式会社○○（以下、甲という）と株式会社△△（以下、乙という）とは、経営効率の向上を図るため合併することとし、次のとおり契約を締結する。

（合併の方法）

第1条　　甲および乙は対等の精神で合併する。ただし、法手続き上、甲は存続し、乙は解散する。

（合併期日）

第2条 　　合併期日は、平成１８年4月1日とする。ただし、合併手続きの進行に応　　じ、必要があるときは甲乙協議してこれを変更することができる。

（定款の変更）

第3条 　　甲は合併により定款を別紙のとおり変更する。ただし、その効力発生日は合併期日とする。

（合併に際して発行される株式及び割当）

第4条 　　甲は合併に際して、普通株式５００，０００株を発行し、合併期日前日最終の乙の株式名簿に記載された株主に対し、その所有する１株につき、甲の普通株式２、５０株の割合をもって交付する。ただし、甲が所有する乙の普通株式３，０００株については、合併による新株の割当を行わない。

（増加すべき資本金及び準備金等）

第５条　　甲が合併により増加すべき資本金、資本準備金、利益準備金、任意積立金その他留保利益の額は次のとおりとする。ただし、合併期日における乙の資産の及び負債の状況等により、甲乙協議の上、これを変更することができる。

　　　　①資本金　　　１００，０００，０００円

　　　　②資本準備金　商法２８８条ノ２第１項第５号の超過額から③及び④の金額を控除した額

　　　　③利益準備金　２５，０００，０００円

　　　　④任意積立金その他留保利益の額

　　　　　　　　　　　合併期日における乙の任意積立金その他留保利益の額。ただし積み立てるべき科目は甲乙協議の上決定する。

（合併承認総会）

第6条 　　甲は平成１８年１月１０日に、乙は平成１８年１月１０日に、それぞれ臨時株主総会を招集し、本契約書の承認及び合併に必要な事項について決議を求める。ただし、やむを得ない事情があるときは、甲乙協議の上、この期日を変更することができる。

（権利義務の承継）

第7条 　　乙は、平成１７年３月３１日現在の貸借対照表、財産目録その他同日現在の計算書を基礎とし、これに合併期日に至るまでの増減を加除した一切の資産、負債及び権利義務を合併期日において甲に引き継ぐ。

２　乙は、平成１７年４月１日から合併期日に至るまでの間の資産及び負債の変動については、別に計算書を添付してその内容を甲に明示する。

（会社財産の善管注意義務）

第8条 　　甲及び乙は、本契約締結後合併期日に至るまで、善良な管理者としての注意をもってそれぞれ業務を執行し、かつ、一切の財産を管理、運営するものとし、その財産及び権利義務に重要な影響を及ぼす行為については、あらかじめ甲乙協議して合意の上、これを実行する。

（合併交付金）

第9条 　　甲は、合併期日前日の最終の乙の株主名簿に記載された株主に対し、平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日の間の利益配当に代えて１株につき５０円の合併交付金を、合併期日後３ヶ月以内に支払う。ただし、甲が所有する乙の普通株式３，０００株については、これを支払わない。

２　　前項の金額は、合併期日前日の乙の資産、負債の状態その他、経済情勢の変化に応じ、甲乙協議の上、減額することができる。

（従業員の引継ぎ）

第１０条　甲は、合併期日において、乙の従業員全員を甲の従業員として引き続き雇用する。ただし、勤続年数は乙における年数を通算し、その他の取り扱いについては甲乙協議の上、決定する。

（合併に際し就任すべき取締役の氏名）

第１１条　合併に際し、新たに候の取締役となる者は次の通りとする。ただし、その就任すべき時期は合併期日とし、その任期は甲の定款第○○条第○項による平成１８年６月開催の定時株主総会終結のときまでとする。

　　　　　　取締役　　○○○○

　　　　　　　〃　　　△△△△

（役員の退職慰労金）

第１２条　甲の取締役又は監査役のうち合併期日までに退任する者があるときは、その者に対する退職慰労金を平成１８年６月開催の甲の定時株主総会の決議により甲の所定の基準に従い、支払うことができるものとする。

　　２　　乙の取締役または監査役のうち、甲の取締役又は監査役に選任されない者に対する退職慰労金については、第６条に定める乙の合併承認総会の決議により乙の所定の基準に従い、支払うことができるものとする。

（甲の従前の取締役及び監査役）

第１３条　合併期日前に就任した甲の取締役及び監査役の任期は、合併後最初に到来する決算期に関する定時株主総会の終結のときに退任されるとする商法第４１４条ノ３の規定にかかわらず、その就任の際に定められた任期によるものとする。ただし、監査役の任期は商法特例法第２６条第３項第１号により平成１８年６月開催の定時株主総会終結の時までである。

（合併条件の変更、契約の解除）

第１４条　本契約締結の日から合併期日に至る間において、天災事変その他の事由により、甲または乙の財産もしくは経営状態に重大な変動が生じたときは、甲乙協議の上、合併条件を変更し、または本契約を解除することができる。

（合併契約の効力）

第１５条　本契約は、第６条に定める甲及び乙の株主総会の承認を得たときにその効力を生じ、法令に定められた関係官庁の承認が得られないときはその効力を失う。

（本契約に定めなき事項）

第１６条　本契約に定めるもののほか、合併に際し必要な事項は、本契約の趣旨に従って甲乙協議の上、これを決定する。

　本契約の成立を証するため、本契約書１通を作成し、甲乙各々記名押印の上、甲が本書を保有し、乙はその写しを保有する。

　平成１７年１２月１日

　

甲　　所在地

会社名　　株式会社○○

代表者　　　　　　　　　　　　　印

乙　　所在地

会社名　　株式会社△△

代表者　　　　　　　　　　　　　印

